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震災による設備影響

停波基地局数の推移

   

 震災発生後の停波局は、概ね、回線障害・停電が原因。
停電が6割、回線障害が４割。（津波や建物の半壊等の影響は４局）
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最大影響局数（県別）

６月９日現在で震災前のエリアに復旧

東北６県 影響数
青森県 56
岩手県 45
宮城県 228
秋田県 40
山形県 27
福島県 66

3月末時点で
停止局は5局



被災設備の復旧状況

 設備そのものが被災した基地局については、代替局の設置などにより
エリア復旧。

津波で倒壊した基地局（名取市）
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津波の被害のあった基地局
（多賀城市）



運用中基地局回線断で停波中局

 無線エントランスによる回線の暫定復旧。

被災設備の復旧状況



3/10(木) 3/11(金) 3/12(土) 3/13(日) 3/14(月) 3/15(火) 3/16(水)

東日本データ通信量

東日本データ通信量

東日本データ通信量

(前週)

震災時のトラフィック(東日本)
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地震発生
3/11 14:46

地震発生時、データ通信量は低下 翌週は昼間帯のデータ通信量が増加
インターネットの利用が増えた

 震災では、ネットワークの輻輳には至らなかった。
東日本全体のデータ通信量は、地震発生直後で1/2程度に低下。（利用が少なくなった。）

 翌日には通常とほぼ同様のデータ通信量の傾向に戻った。



3/10(木) 3/11(金) 3/12(土) 3/13(日) 3/14(月) 3/15(火) 3/16(水)

東京都 利用ユーザー数

ユーザー数

ユーザー数(前週)

3/10(木) 3/11(金) 3/12(土) 3/13(日) 3/14(月) 3/15(火) 3/16(水)

東京都 データ通信量

東京データ量

東京データ量(前週)

震災時のトラフィック（東京）
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地震発生
3/11 14:46

地震発生
3/11 14:46

地震発生後は、前週比の２割増程度 地震発生後は、前週比の2/3程度

 東京都では地震発生後から利用ユーザー数が増加。（1週間程度継続）
 データ通信量は当日は減少傾向、翌日以降は昼間帯で増加傾向。



避難所へのインターネット環境支援

■ ＷｉＭＡＸエリアの避難所(計１１か所)にＰＣとWiMAX機器を無償提供しインターネット
接続環境を構築。行政機関・ＮＰＯにも貸し出しを実施。

学生ボランティアが
ＰＣの利用管理や操作サポートなど

を自主的に実施。

ＰＣの利用は小学生が多く、情報収集のほか、
ゲームをしたりyoutubeを閲覧したりと、娯楽でも利
用されていた。

発災時は、緊急通報、安否確認電話など、音声サービスが必要とされた。一方で、避難所
等においては、効果的な情報収集はもちろん、動画サービスといった「遊び」も必要とされた。
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① 今回の震災の際に取り
組んだ事項

トラフィックによる輻輳はなく規制が必要な状況に至らなかった

利用者から寄せられた
主な意見・要望

首都圏においてＷｉＭＡＸでスカイプ、twitter等で安否確認・情報収集ができたとの声があった

②今後、大規模災害等が発生した際に直ちに
取り組むべき事項

③左記②等を踏まえ、今後の大規模災害等に備えて取
り組むべき事項

事業者が独自に取り組むべ
き事項

ＮＷ状況の適切な周知 輻輳時のボトルネックを再確認し、輻輳軽減策の検討

事業者が共同で取り組むべ
き事項

通信規制状況の共有 共有する情報の項目と効果的な共有方法の検討
ユーザーへのフィードバック方法の検討

利用者が取り組むべき事項 不必要な大容量通信は控える 電話以外の安否確認手段の備え

国・自治体が取り組むべき事
項

不必要な通信は控えるよう周知 電話以外の安否確認方法の啓蒙

輻輳状態の発生回避又は軽減
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① 今回の震災の際に取り
組んだ事項

代替基地局の設置。無線エントランスを活用した回線復旧
WiMAXが使える避難所リストのホームページ掲載
避難所におけるインターネット環境の提供

利用者から寄せられた
主な意見・要望

通信障害の情報について、もう少し具体的に掲載して欲しい
計画停電による停止は困る

②今後、大規模災害等が発生した際に直ちに
取り組むべき事項

③左記②等を踏まえ、今後の大規模災害等に
備えて取り組むべき事項

事業者が独自に取り組むべ
き事項

・無線エントランス、可搬型発電機による早期復旧
・被災及び復旧エリアのきめ細かい情報展開
・超小型基地局による避難所などへの対応

基地局、無線エントランス、電源などの予備設備の拡充

事業者が共同で取り組むべ
き事項

事業者間による通信状況の共有 共有する情報の項目と効果的な共有方法の検討
ユーザーへのフィードバック方法の検討

利用者が取り組むべき事項 － －

国・自治体が取り組むべき事
項

避難所等優先的に復旧すべき拠点をタイムリーに
事業者に通知

避難所等重要拠点のインフラ充実

基地局や中継局が被災した場合における通信手段確保の在り方
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ネットワークインフラの耐災害性向上
今後、大規模災害等に備えて取り組むべき事項

事業者等が独自に取り組むべき事項 ネットワークインフラの耐災害性の確認
アクセス回線の無線エントランス等の利用拡充
災害時の、復旧体制・手順の見直し

事業者等が共同で取り組むべき事項 －

利用者が取り組むべき事項 －

国・自治体が取り組むべき事項 －




